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ＶＯＣ問題 ＳＳ義務付け阻止 
石油流通議連で環境省が報告 
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油政連だより 
平成２９年春号

 

１ 

ＳＳ経営の安定と公正取引の実現に向け 
中小石油販売業者の声を政治に！ 

中小石油販売業者を支援する自民党の石油流通問題議員連盟（野田毅会長）は 4 月 12 日、

自民党本部で総会を開催し、油政連（西尾恒太会長）と全石連（森洋会長）が強く訴えてきた

揮発性有機化合物（ＶＯＣ）問題について環境省から報告を受けました。それによると、同省

の専門家委員会がまとめた報告書で「給油時の燃料蒸発ガス低減対策は、法規制ではなくＳＳ

業界の自主的な取り組みとして推進していく」との方針が明記されたことが報告されました。 
これによって、「第２の地下タンク問題」として懸念された撤退ＳＳの急増は回避されまし

た。 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

総務省で高市大臣に石油製品の官公需の状況を説明する西尾会長ら 
 
 石油販売業者に対する配慮方針が示されて以降、各石油組合が災害時協定を締結してい

る地方自治体などに官公需契約の随意契約などへの変更を要請していますが、依然、国の

方針が伝わっていなかったり、伝わってもそれに従わないケース、さらにはＷＴＯ協定に

抵触するために応じられない、など間違った解釈で拒否しているケースがあることがわか

りました。このため総務大臣に再要請したもので、高市大臣は「全国でヒアリングしてい

ただき、具体的事例を当省に上げてほしい」と話しました。 

 前述の４月１２日の石油流通議連でも官公需問題が取り上げられ、出席議員からはオブ

ザーバー出席した総務省担当課長に対し「自治体に対する指導力を十分に発揮して、周知

徹底に努めていただきたい」と求めました。 

 

国土強靭化アクションプランに 

「満タン運動・住民拠点ＳＳ」明記 

 

２ 

油政連・全石連の役員らは３月９

日、高市早苗総務大臣を訪問し、官

公需に関する国の基本方針で明記さ

れている「中小石油販売業者に対す

る配慮」について、自治体への周知

不足や間違った法令解釈があること

を伝え、総務省として再徹底するよ

う要請しました。高市大臣は「周知

は総務省としての方針。具体例があ

れば個別対応する」と答えました。 
 

官公需方針の再徹底を！ 
高市総務大臣「個別に対応する」 

自民党の国土強靭化推進本部（二階俊博本部長）は４月２５日に開いた会合で、国が策定

する「国土強靭化アクションプラン２０１７」に、今年から全石連が取り組む『満タン＆灯

油プラス１缶』運動や、今年から整備が始まる「住民拠点ＳＳ」を加えることを決めました。 

アクションプランは大規模地震などの災害に備えて具体的取り組みを示したもので、「公的

施設や一般家庭、自動車等への燃料備蓄や自家発電機の導入等の普及啓発を推進する」と書

かれたものです。４月１２日の石油流通議連の総会で全石連がこれらの運動を紹介したとこ

ろ、出席議員から「素晴らしい取り組みであり、強靭化計画に盛り込むべき」として働き掛

けが行われたものです。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

３ 

価格表示問題、消費者担当大臣に要請 

 

全石連と油政連役員は３月９日、消費者庁
を訪問し、松本潤内閣府特命担当大臣（消費
者・食品安全担当）や岡村和美長官らに、全
国の不適切とみられるＳＳの価格表示の実
態を説明し、消費者に誤認を与える不当表示
の撲滅に向けた協力・支援を要請しました。 
 松本大臣は「県をまたがるような広範な事
案は消費者庁が担当し、1つの都道府県にと
どまる場合は、当該違反被疑行為が行われた
場所を管轄する都道府県において適切に処
理されることとなっており、役割が異なる。
都道府県ともしっかりと連携を取っていた
だきたい」と話しました。 
 

 

石油精製・流通研究会が最終報告書 
SS協業化の必要性を指摘、取引ガイドラインも公表 
資源エネルギー庁は 3月 24日、石油精製・流通研究会の最終報告書を取りまとめ公表しました。

石油流通分野では災害時や過疎地への石油製品の安定供給確保に向けた石油サプライチェーンの
維持・強化の必要性を指摘し、個社の自助努力に加え、事業者間の連携や協業化の必要性を提言
しました。 

 

松本消費者担当大臣に要請する西尾油政連会長ら 

 




